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第１部　総　　説

第２章　環境基本計画の進捗状況

第１節　施策展開の基本的考え方

将 来 像

将 来 実 現 の
た め の 政 策

基 本 的 戦 略

人と自然が共生する豊かで美しい県土

“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム
①地域環境力の向上　　②“グリーン”な経済システムへの加速

地球環境
保全への貢献

①地域からの
地球温暖化
対策の推進

②資源循環型
社会の形成

③豊かな自然
環境の保全

④環境負荷の
少ない交通の推進

⑤健全な
水循環の確保

資源循環型
社会の形成

安全で良好な
生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤いの
ある身近な環境の保全及び創造

持続可能な社会の実現に向けて 
すべての主体が行動する地域社会 

地域からの資源循環型社会の形成促進

一般廃棄物の３Ｒの推進

産業廃棄物の３Ｒの推進

産業廃棄物の適正な処理の推進

地域からの地球温暖化対策の推進

オゾン層保護対策の推進

国際的な環境協力等の推進

地球環境保全への貢献

資源循環型社会の形成

大気環境の保全

水環境の保全

土壌環境及び地盤環境の保全

地域における生活環境の保全

化学物質による環境リスクの低減

安全で良好な生活環境の確保

健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成

生物多様性の保全及び自然環境の再生

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり

やすらぎや潤いのある生活空間の創造

自然環境の保全とやすらぎや潤い
のある身近な環境の保全及び創造

１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

２　将来像実現のための政策と施策項目

すべての県民、事業者などの主体が連携・協働
して、本県の環境をより良くしていくためには、
環境基本計画が目標とする将来像を、すべての者
の共通認識とすることが必要です。平成２７年度ま
でを計画期間とする宮城県環境基本計画（平成１８
年３月策定）の目指す将来像は、第一に「人と自
然が共生する豊かで美しい県土」、第二に「持続可
能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する
地域社会」を掲げています。

この将来像の実現のためには、一人一人が環境
に配慮した生活や事業活動に取り組むことが重要
であり、県は、環境と社会及び経済の良好な関係
がさらに調和して、社会及び経済に環境配慮が適
切に織り込まれることにより、すべての主体が環
境を考えて行動する地域社会を構築していくた
め、「地域環境力の向上」と「“グリーン”な経済
システムへの加速」を基本的戦略としています。

環境基本計画の目標とする将来像を実現するため、４つの環境分野の政策ごとに施策項目を掲げ、これ
に沿って体系的な施策を展開しています。

▲図１－２－１－１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

▲図１－２－１－２　環境基本計画の将来像実現のための政策と施策項目
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第２章　環境基本計画の進捗状況

第２節　環境基本計画の進捗状況の点検評価

1　環境基本計画の基本的事項
①　計画の役割等
環境基本計画は、環境基本条例により、本県の

良好な環境の保全及び創造に関する総合的かつ長
期的な目標並びに県の施策の大綱を定めるもので
あり、目指す将来像を明らかにし、地域社会を構
築するすべての主体間で将来像に対する認識の共
有化を図るものとしての役割を有しています。
また、「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

や「循環型社会形成推進計画」といった環境分野
の個別計画に基本的方向性を与えるものとして策
定しています。地球温暖化対策や、資源循環型社
会形成などの個々の分野の具体的な目標や施策

は、これらの個別計画において定めることにな
り、各個別計画は、基本計画の実施計画となるもの
です。
②　計画期間
平成１８年度から平成２７年度

③　施策の基本的戦略
将来像実現のために、｢グリーンな地域社会構

築に向けての行動促進プログラム｣及び｢各分野に
関する重点プログラム｣を基本的戦略として掲げ、
プログラムの分野ごとに個別計画を策定し、具体
的目標や施策を定め、主要な課題に適切に対処す
るための施策を総合的・計画的に推進するもので
す。

2　平成２７年度における点検評価結果
本計画に関連づけられる個別計画は、計画の目
標を達成するため、各種指標による目標値を設定
し、毎年度、施策の進捗状況の点検評価を行うこ
ととしており、平成２７年度に達成すべき目標値等
に対する指標の現況値の達成状況及び前年度実績
値からの改善状況により評価を行いました。
その結果、測定可能な直近年度において、管理

指標２０項目のうち、７項目で平成２７年度に達成す
べき目標値等を達成しました。
なお、本計画は、県庁内の環境マネジメントシ

ステムを活用し、PDCAサイクル（右図参照）の
考え方に基づき、進行管理を実施しています。

宮城県環境基本計画
Ⅰ　グリーンな地域社会構築に向けての行動促進プログラム

基
本
的
戦
略

１　宮城“グリーン”行動促進計画■　地域環境力の向上
■　グリーンな経済システムへの加速

Ⅱ　各分野に関する重点プログラム
２　宮城県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）煙地域からの地球温暖化対策の推進
３　自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基
本的な計画

４　宮城県循環型社会形成推進計画煙資源循環型社会の形成
５　宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画煙豊かな自然環境の保全
６　宮城県生物多様性地域戦略
７　宮城県自動車交通環境負荷低減計画煙環境負荷の少ない交通の推進
８　宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画煙健全な水循環の確保

１　総合的評価

▼表１－２－２－１　将来像実現のための基本的戦略とプログラム分野ごとの個別計画（平成２７年度末現在）

▲図１－２－２－１　計画の進行管理イメージ

計画：Plan 

見直し：Act 

●基本目標の達成に 
　向けた施策の検討 

●施策の改善・見直し 
●県民・事業者・民間団体など 
　からの意見・提言の反映検討 

実施・運用：Do
●施策・事業の実施 

点検・評価：Check 
●施策の実施状況等の把握 
　施策の実施状況や数値目標の達成状況を点検・評価 
●環境白書での公表 
　毎年度、運用の成果を環境白書にて公表 
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第１部　総　　説

▼表１－２－２－２　各個別計画の管理指標の目標値達成状況（平成２７年度指標）

（※１）　目標達成状況におけるマークの意味は、下記に記載したとおり。
なお、年度ごとの達成目標を設定していない場合においてもその進捗を確認するため、各計画策定時の現況値と目標年度の目標値との変化

量を、期間内で均等に配分した場合の目安として年度ごとの目標値を算出している。

平成２７年度において講じた主な施策目標達成
状況管　理　指　標個別計画計画

番号基本的戦略

・みやぎe行動（eco do!）宣言の普及拡大のため、
以下の取組を実施した。

・小学生を対象とした「みやぎe行動（eco do!）
出前講座」の開催した。

・住宅用太陽光発電システム導入補助事業等の補
助事業とのタイアップによる普及促進を行った。

み や ぎ ｅ 行 動
（eco do！）宣言
登録者数（人）環境配慮行

動宣言登録
件数宮城県“グリーン”行動

促進計画１

グリーンな
地域社会構
築に向けて
の行動促進
プログラム

Ⅰ み や ぎ ｅ 行 動
（eco do！）宣言
登録事業者数(件）

環境マネジメントシステム構築
事業者数(件）

Ⅱ　各分野に関する重点プログラム

・防災拠点などへの再生可能エネルギー等の導入
支援を行うとともに、住宅への太陽光導入や既
存住宅の省エネ改修への支援を行った。また事
業者の新エネルギーや省エネルギーの設備に対
しての補助やまちづくりに再生可能エネルギー
等を導入するための調査に補助を行うなど、事
業者や市町村の取組を支援した。

・水素エネルギーに関する取組として、東北初の
FCVやスマート水素ステーションの導入を行った。

県内温室効果ガス年間排出量
(千t-CO２)

宮城県地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）２

地域からの
地球温暖化
対策の推進

県内における再生可能エネル
ギー等の導入量（熱量換算、TJ)

宮城県自然エネルギー
等の導入促進及び省エ
ネルギーの促進に関す
る基本的な計画

３

・市町村が策定する一般廃棄物処理計画や容器包
装リサイクル法に基づく分別収集促進計画等へ
の助言・指導を行うとともに、各種リサイクル
法の総合的な推進を図った。

・「環境産業コーディネーター」による企業訪問活
動を実施した。

・「宮城県グリーン製品」の認定と利用拡大に向け
た取り組みを実施した。

・産業廃棄物税を活用した３R促進のための設備
整備や研究開発に対する支援を行った。

・産廃Gメンによるパトロールを実施した。
・啓発、不法投棄・不適正処理の根絶のための広報
活動を行った。

１人１日当たりごみ排出量（g/
人・日)

宮城県循環型社会形成
推進計画４資源循環型

社会の形成

一般廃棄物リサイクル率(%)

一般廃棄物最終処分率(%)

産業廃棄物排出量（千t/年）

産業廃棄物リサイクル率(%)

産業廃棄物最終処分率(%)

・震災により生息・生育状況が大きく改変した貴重
な動植物のモニタリング調査を引き続き実施し
た。

・県内の希少な動植物の生息状況をとりまとめた
「宮城県レッドデータブック」を改訂し、市町村
や教育機関等に配布した。

・伊豆沼・内沼において、沈水植物の増殖・移植、湖
岸植生保全及び水質改善効果検討等を実施した。

・森林を利用した自然体験や自然観察の案内を行
う森林インストラクターや、森林公園の管理を
支援する自然環境サポーターを養成した。

豊かな自然環境の保護･保全を
目的とした指定地域の県土面積
に占める割合(%)

宮城県自然環境保全基
本方針及び関連計画５豊かな自然

環境の保全

・点検・整備不良車両の街頭検査等の自動車単体対
策、自動車専用道路の整備や交差点の改良等の
交通量対策及び公共交通機関や自転車の利用促
進などにより、自動車から発生する大気汚染物
質の低減に努めた。

・低騒音舗装の敷設を進めるなどの施策により、
自動車交通騒音の低減に努めた。

・低公害型トラックの導入支援事業や、各種広報
媒体やセミナーを活用したエコドライブの普及
活動などの施策により、自動車から排出される
二酸化炭素の低減に努めた。　

二酸化窒素の沿道における環境
基準下限値達成率(%)

宮城県自動車交通環境
負荷低減計画６

環境負荷の
少ない交通
の推進

浮遊粒子状物質の沿道における
環境基準達成率(%)

自動車交通騒音の道路に面する
地域の環境基準達成率(%)

自動車からの二酸化炭素排出量
（暫定値）の平成１７年度からの削
減率（%)

・流域水循環計画推進会議の開催（講演会、流域活
動団体の取り組み状況取りまとめと公表）した。

・流域活動団体へ簡易測定資材等を提供し活動を
支援した。

清らかな流れ（点）

宮城県水循環保全基本
計画及び流域水循環計
画

７健全な水循
環の確保

豊かな流れ(点）

安全な流れ(点)

豊かな生態系(点）

年度目標は未達成で
あり、かつ前年祖数
値を改善できなかっ
た項目には右のマー
クを表示している。

年度目標は未達成で
あるが、前年度数値
から改善している項
目には右のマークを
表示している。

年度目標を達成した
項目には、右のマー
クを表示している。
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第２章　環境基本計画の進捗状況

3　環境基本計画（平成１８年３月策定）の総括
平成１８年３月に策定した宮城県環境基本計画
は、平成２７年度までの計画期間とされていたこと
から、今回、計画期間の総括的な評価を行います。
①　総合的評価
環境基本計画では、各個別計画で管理指標とし

ている２０の目標値を設定していますが、そのう
ち、平成２７年度末（使用する統計の都合で、指標
によっては現段階で入手できる最新のもの）にお
ける目標達成数は７でした。
各指標の値は、東日本大震災のあった平成２３年
度以降に数値が悪化したものが多く、震災の発生
から５年を経過した現在でも、本県の環境への震
災の影響が色濃く残っていることが伺えます。
今後の施策の展開の方向性として、特に、震災

により状況が悪化している指標の改善を目指すと
ともに、良好な環境を次世代に引き継ぐことので
きる社会を構築することが必要です。
②　各プログラムにおける進捗状況
図１－２－１－１のとおり、環境基本計画では環境

分野ごとに各種のプログラムを設定し、それぞれ
個別の計画を策定して、施策を展開してきまし
た。
煙“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促
進プログラム
持続可能な地域社会の構築のため、県民一人

一人の取組を促進することを目的としたプログ
ラムであり、県民が環境配慮行動を実施するた
めのきっかけ作りとして「みやぎｅ行動（eco 
do!）宣言登録」等の事業を実施しました。
管理指標である「ｅ行動宣言登録者数」は、

目標には一歩届かなかったものの、目標達成率
は９８．６％と、多くの県民に環境配慮行動の啓発
を行うことができました。同じく、事業者向け
のｅ行動宣言登録数も目標値にかなり近づいて
おり、一定の啓発効果があったと見込めます。
しかし、「環境マネジメントシステム構築事業
者数」については、平成２５年度を境に登録者数
が減少しており、事業者サイドの行動促進には
課題が残りました。
煙地域からの地球温暖化対策の推進

地球温暖化対策として、温室効果ガスの排出
抑制のための県民運動の展開をはじめ、生活や
事業活動における省エネルギーの励行や、再生
可能エネルギー等の導入への支援などの事業を
実施しました。
管理指標としては「県内の温室効果ガス年間

排出量」としており、平成２３年度までは低減傾

向にあったものの、東日本大震災の発生を境に
増加に転じ、現段階で入手できる最新の値であ
る平成２４年度において目標を達成できませんで
した。また、もう一つの指標である「再生可能
エネルギー等導入量」については、大規模施設
の稼働停止などにより導入量が減少した年度も
ありましたが、その後は増加傾向で推移してい
ます。
地球温暖化対策については、今後も国の動向

を注視しつつ、本県独自の取組を続ける必要が
あります。
煙資源循環型社会の形成

ごみ・廃棄物の発生を抑制するとともに、再
使用、再生利用率を向上させるための施策とし
て、県民向けの広報活動や、事業者向けの３Ｒ
技術開発・設備導入への支援を実施してきまし
た。
管理指標としては、一般廃棄物としては１人

１日当たりのごみ排出量を設定しています。こ
ちらは、平成２２年度までは目標達成に向けて順
調に排出量を削減できていましたが、東日本大
震災の発生した後の平成２３年度に大幅に値が悪
化し、その状態が、最新データである平成２６年
度の値まで継続しています。また、産業廃棄物
の年間排出量についても、震災からの復旧・復
興事業の進展に伴い、増加した状況が続いてお
り、更なる３Ｒの普及を推進する必要がありま
す。
煙豊かな自然環境の保全

本県の自然環境を保全するための取組とし
て、緑地環境保全地域の新規指定に向けた学術
調査、希少な動植物のモニタリング調査やレッ
ドデータブックの作成、森林保全活動を実施し
ました。
管理指標である「豊かな自然環境の保護・保

全を目的とした指定地域の県土面積に占める割
合」は平成２７年度における目標を達成していま
す。
しかし、外来種の侵入により脅かされている

希少な在来種の保護や生物多様性の保全、近年
増加している野生鳥獣による農業被害など、少
なからず自然環境に関する課題があります。今
後も、本県の豊かな自然を将来に引き継ぐため
の施策を継続して実施します。
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第１部　総　　説

1　計画の概要
①　位置付け・役割
地球温暖化対策をはじめとした環境分野全体の

取組を「行動促進」という観点で捉えた計画であ
り、環境基本計画に基づく「グリーンな地域社会
構築に向けての行動促進プログラム」を推進する
ための実施計画として位置付けられています。
②　施策展開の考え方
持続可能な地域社会の構築のために必要な行動

について、一人一人の行動促進対策を講じるだけ
でなく、快適さを損なわずに環境配慮行動に取り
組むことができるよう、行動の基盤となる社会・
経済の変革（地域環境力※１の向上及びグリーンな
経済システム※２への加速）を目指すものです。
 

③　計画期間
平成２３年度から平成２７年度まで

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
「豊かな社会構築に進む中で、一人一人の行動
により県内の環境負荷を減らす」を計画の基本目
標としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
計画では基本目標に対する数値目標を設定して

いますが、平成２７年度の指標値の状況は次のとお
りでした。

～宮城“グリーン”行動促進計画～

２　“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム

※１　地域環境力：
地域の環境とその保全に取り組む住民の力が統合
的に高まっていくような関係をつくりあげること

※２　グリーンな経済システム：
環境配慮製品や環境配慮経営を行っている事業者
が市場において適切に評価される経済システムの
こと

煙環境負荷の少ない交通の推進
自動車交通に伴う環境への影響を低減させる

ための施策として、低公害車の導入の推進やエ
コドライブの普及促進、道路面や信号機等の改
善などを実施しました。
管理指標のうち、「二酸化窒素の沿道におけ
る環境基準下限値達成率」、「浮遊粒子状物質の
沿道における環境基準達成率」は目標を達成し
ました。しかし、「自動車交通騒音の道路に面
する地域の環境基準達成率」、「自動車からの二
酸化炭素排出量の平成１７年度からの削減率」に
ついては、状況の改善がみられるものの、目標
を達成することはできませんでした。管理指標
の多くで、平成２３年度以降に数値の悪化が見ら
れており、東日本大震災に係る復旧・復興事業
の進展に伴い走行車数が増加したことが影響と
考えられます。
県としても率先して低公害車を導入するな

ど、自動車交通による環境負荷の改善に向けた
取組を継続します。

煙健全な水循環の確保
本県の自然の水循環における水の浄化機能の

保全や、人間の社会生活と自然環境の保全、恵
まれた水環境の将来世代への継承を目的とし
て、各種施策を展開しました。
管理指標のうち、「清らかな流れ」は水質の良

さについての指標です。本県の公共用水域にお
ける水質の環境基準達成度は、河川においては
１００％であるものの、湖沼や海域では達成度が
低い状況にあります。これは、湖沼や海の内湾
などは地形によって水の交換性が悪いため、水
質が汚染されやすいことが原因と考えられてい
ます。県では、水質汚濁物質の発生源である工
場・事業場や、生活排水への対策を実施してお
り、今後も継続して実施します。
なお、他の管理指標である「豊かな流れ（水

量の豊かさ）」、「安全な流れ（水災害の少なさ）」
及び「豊かな生態系（自然環境の豊かさ）」につ
いては目標を達成しており、今後も維持に努め
ます。

▼表１－２－２－３　宮城“グリーン”行動促進計画の指標の達
成状況

実績値目標値管理指標 （平成２７年度末）

３９，４４２人４０，０００人みやぎｅ行動(eco do!)
宣言登録者数※

環境配慮行動
宣言登録件数

６８０事業所７００事業所みやぎe行動（eco do!）
宣言登録事業者数※

６００事業所８００事業所環境マネジメントシステム構築事業者
数

※　県民向けの「わたしのｅ行動（eco do!）宣言」と、事業者向け
の「わが社のｅ行動（eco do!）宣言」があります。
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第２章　環境基本計画の進捗状況

③　平成２７年度に講じた施策
ア　「地域環境力の向上」を目指した取組
煙日常生活における県民の環境配慮行動を自己宣
言し実践していただく登録制度「みやぎｅ行動
（eco do!）宣言」を推進するとともに、小学校
での出前講座として地球温暖化対策や省エネ行
動などの環境教育講義を行い、併せて小学生に
同宣言をしていただく「みやぎｅ行動（eco do!）
出前講座」を行い、小学生を通じて家庭への環
境配慮行動の浸透を図りました。
煙環境教育リーダーについて、保健所を通じ地域
での研修会などに派遣したほか、東日本大震災
により被災した保健環境センター再開に併せて
環境教育の拠点施設である「環境情報センター」
をリニューアルしました。

イ　「グリーンな経済システムへの加速」を目指し
た取組
煙「みやぎグリーン購入ネットワーク」と連携し
て、セミナーを開催するなどグリーン購入の重
要性や関係情報の提供等の普及啓発を行うとと
もに、県として率先してグリーン購入を推進し
ました。
煙環境配慮事業者からの物品等優先調達制度を運
用し、環境に配慮した事業者からの物品等の購
入を率先して行うほか、公共工事等において加
点評価を行い、事業者の環境に配慮した取組を
支援しました。

煙リサイクル製品等環境に配慮した製品を県が認
定するとともに、公共工事における積極的な利
用をするなど、認定されたグリーン製品の普及
拡大を図りました。

煙環境産業に関するコーディネーターを派遣し、
環境・リサイクル産業の育成支援を行うととも
に、事業所への環境関連設備について、導入経
費の一部を支援するほか、県内事業者等が環境
関連製品の製品化に向けた経費の支援を行いま
した。

④　現状及び課題
煙本計画の指標のうち、みやぎｅ行動（eco do!）
宣言登録件数は、目標は達成することができま
せんでしたが、個人・事業所ともに、順調に増
加しました。　
煙また、環境マネジメントシステム構築事業者数
についても目標を達成することができませんで
した。

⑤　今後の施策の方向性
煙計画の基本目標である「豊かな社会構築に進む
中で、一人一人の行動により県内の環境負荷を
減らす」ことを実現するためには、さらなる各
主体の行動を促す必要があります。

煙現在、県では、平成１７年度に「環境教育基本方
針」を策定し、持続可能な社会形成に向けた環
境保全活動や配慮行動を自発的に行えるよう進
めてきましたが、震災からの復興による社会経
済情勢の変化や法改正等を踏まえて見直しを
行っています。

煙今後、環境基本計画の将来像である「持続可能
な社会の実現に向けてすべての主体が行動する
地域社会」を目指して、「人づくり」「場づくり」
「仕組づくり」「連携基盤づくり」の観点で、環
境教育を推進し、行動の促進を行っていきま
す。

▲図１－２－２－３　みやぎe行動(eco do!)宣言
登録事業者数の推移

▲図１－２－２－４　環境マネジメントシステム
構築事業者数の推移
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第１部　総　　説

1　計画の概要
①　位置付け・役割
「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年
法律第１１７号以下、この章において「温対法」とい
う。）」第２０条の３の規定に基づき、地域における
温暖化対策を推進するため、温室効果ガスの排出
削減目標や基本的な方向性を定めた計画です。
環境基本計画における「地域からの温暖化対策

の推進」に係る分野の実施計画として位置付けら
れています。
②　温室効果ガス排出量削減目標
震災の影響により、原子力発電所の稼働停止や

再生可能エネルギーに対する期待の高まりなど、
県内のエネルギー消費を取り巻く状況は大きく変
化しています。また、震災からの復興の取組が本
格化することに伴い、温室効果ガス排出量の増加
が見込まれます。
こうしたことを背景に計画では、復興の歩みと

ともに、本県を新たな低炭素社会として再構築す
るための方向性を明らかにするため、震災が発生
する直前の姿である平成２２年度を「基準年」に、
宮城県震災復興計画の計画終期である平成３２年度
を「目標年」にそれぞれ設定し、目標年における
温室効果ガス排出量を平成２２年度比３．４％減の
１，９６６万６千t－CO2まで削減することを目標とし
ました。
 

③　施策立案の方針
宮城県域の自然的・社会的条件に応じて温室効

果ガスの排出抑制等の措置を講ずることにより、
“宮城らしい低炭素社会”の実現に向けて、地球温
暖化対策を県民総参加で推進し、本県の温室効果
ガス排出量の着実な削減を図ることとしています。

④　計画期間
平成２６年度から平成３２年度まで

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
地球規模で地球温暖化防止に向けた取組が行わ

れている今、復興への歩みとともに、県民・事業
者・行政などすべての主体が一丸となって地球温
暖化防止活動を展開することとし、２０２０年度（平
成３２年度）における温室効果ガスの排出量（二酸
化炭素換算）を２０１０年度（平成２２年度）年度比３．４％
減（１９，６６６千トン－CO2）とする削減目標を設定
しています。
②　数値目標に係る指標値の状況
２０１２年度（平成２４年度）における県内の温室効
果ガス排出量は２２，４２３千トン－CO2であり、前年
度比で１５．３％（２，９７０千トン－CO2）増加し、基準
年比で１０．１％（２，０５６千トン－CO2）増加しました。
温室効果ガス排出量の増加は、火力発電所の稼

働増加に伴う二酸化炭素排出係数の上昇により、
電力消費による二酸化炭素排出量が増加したこと
が主な要因です。
③　平成２７年度に講じた施策
煙温対法第２３条の規定に基づき知事が委嘱した地
球温暖化防止活動推進員を対象とした研修会を
開催し、地球温暖化防止に係る各種情報を提供
しました。
煙家庭の年間エネルギー使用量や光熱費などの情
報を用いて家庭のライフスタイルに合わせて無
理なくできる省CO2、省エネ対策を提案する「家
庭（うち）エコ診断」を実施するとともに、そ

～宮城県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）～

３　地域からの地球温暖化対策の推進

▲図１－２－２－５　排出量、排出削減目標量

▲図１－２－２－６　県内の温室効果ガス排出量の推移
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【施策立案の方針】
Ⅰ　日々の生活、事業活動における低炭素化の推進
Ⅱ　地域づくりと連動した取組の推進
Ⅲ　低炭素・エネルギーに係る産業育成と産業界全体の
低炭素化

Ⅳ　取組促進に関わるコーディネート（横断的、基盤的
取組）

達成状況
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第２章　環境基本計画の進捗状況

の担い手となる「家庭（うち）エコ診断士」の
養成研修を行いました。

煙住宅用太陽光発電システム設置者や事業所へ新
エネルギー設備を導入する事業者に、その経費
の一部を補助することで、県内での設備の導入
を促進しました。

煙緊急時に避難所等として使用される公共施設等
において、停電時にも必要最小限度の電力が供
給できるよう再生可能エネルギーと蓄電池を導
入する市町村等に対して支援を行いました。

煙既存住宅の断熱改修に要する経費の補助を行
い、家庭における省エネ化と二酸化炭素の排出
抑制を促進しました。

煙民間事業所へ省エネ設備を導入する事業者に対
する補助を実施し、地球温暖化対策を推進しま
した。

煙市町村が実施する二酸化炭素削減事業に、交付
金を交付し、市町村の取組を支援しました。

煙地球温暖化に大きな影響を与える二酸化炭素の
吸収源対策として、造林未済地への植林や若齢
林に対する間伐を実施した森林所有者等に対し
て補助を行いました。

④　平成２７年度点検評価を踏まえた課題
煙２０１２年度（平成２４年度）は、二酸化炭素排出係
数の上昇に伴う電力消費にかかる二酸化炭素排
出量の増加により、温室効果ガス排出量が増加
に転じました。今後、公共事業や住宅再建など
震災復興に向けた急激な需要増加等により、排

出量が増加することが見込まれることから、県
民・事業者・行政・NPOなどの各主体が連携・
協働しながら、それぞれの主体の役割と責務に
応じた地球温暖化防止の取組を推進する必要が
あります。
煙温室効果ガスの排出割合が増加している民生部
門（業務部門及び家庭部門）について、排出量
削減のための取組を促進する必要があります。

煙エネルギーの効率的な利用及び再生可能エネル
ギーの活用の促進による地球温暖化対策を積極
的に推進する必要があります。

⑤　今後の施策の方向性
煙市町村や環境保全活動に取り組む団体等との情
報共有を図りながら、県民や事業者への普及啓
発など、地球温暖化防止のための施策を総合的
に展開します。

煙エネルギーの効率的な利用及び再生可能エネル
ギーの活用については、「宮城県自然エネル
ギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関
する基本的な計画」に基づき、施策を展開しま
す。

煙地球温暖化対策を県民総参加で推進していくた
め、「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議の運営
を通じて、多様な主体による地球温暖化対策に
関する情報交換を行うほか、県内の各種団体や
市町村と地球温暖化対策についての連携を強
め、協力しながら県全体の地球温暖化防止活動
を推進します。

～自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画～

1　計画の概要
①　位置付け・役割
地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施

策編）における重点的推進対策である再生可能エ
ネルギー・省エネルギー分野の実施計画として位
置付けています。
再生可能エネルギー等の導入促進及び省エネル

ギーの促進の必要性を示すことで、県民・事業者
等の自主的な行動を促進するとともに、総合的か
つ長期的な目標を掲げ、実現に向けた県の施策の
大綱及び重点事項を定めるものです。
②　施策展開の考え方
再生可能エネルギー等の導入促進及び省エネル

ギーの促進により、エネルギーの安定供給及び地
球温暖化対策を推進し、環境への負荷の少ない持
続可能な社会を実現するため、重点プロジェクト

を中心とした関連施策の展開により目標の効果的
実現を図るものです。
③　計画期間
平成２６年度から平成３２年度まで

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
化石燃料の消費量を減らすためには、エネル

ギーの効率的利用などの省エネルギー行動によ
り、エネルギー消費量そのものを減らす一方、太
陽光発電等の再生可能エネルギーの導入量を増や
し、エネルギー消費量に占める化石燃料の割合を
減少させることが重要となります。環境基本計画
では特に、再生可能エネルギー等の導入量を、平
成３２年度において３０，７４７TJ（熱量換算）とする目
標により進行管理しています。
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第１部　総　　説

②　数値目標に係る指標値の状況
平成２６年３月に新たな計画を策定したため、平

成２６年度以降は新計画における目標達成に向け
て、実績評価を行っています。平成３２年度目標値
である再生可能エネルギー等の導入量３０，７４７ TJ
（熱量換算）に対し、平成２６年度末の導入量の推計
値は、前年比９．４％増で２２，４２３TJ、達成率７２．９％
でした。

長期的には、太陽光発電及びクリーンエネル
ギー自動車は着実に増加しているものの、風力発
電、水力発電及び太陽熱利用は横ばい、地熱発電
及びバイオマス熱利用は減少します。
減少の主な理由について、地熱発電について

は、鬼首地熱発電所で平成２２年１０月に発生した噴
気災害の影響による出力低下、バイオマス熱利用
については、東日本大震災によりバイオマス関連
施設が被災したこと等による稼働縮小であるもの
と推察されます。
③　平成２７年度に講じた施策
平成２３年４月から導入した「みやぎ環境税」や

「地域グリーンニューディール基金」等を活用しな
がら、地球温暖化対策や再生可能エネルギー等の
導入促進に取り組んだ結果、一部震災の影響はあ
るものの、徐々に回復の兆しが見え、概ね順調な
成果を出すことができました。
④　現状及び課題
現在、住宅用発電やメガソーラーなどでの太陽

光発電の導入は進んでいるものの、太陽光以外の
導入量の伸びは低い状況が続いています。そのた
め、地域に賦存する資源を活用するなど、地域に
根ざした再生可能エネルギー導入の促進を図り、
本県の特色を生かした、自立分散型の地産地消エ
ネルギーの確保に向けて、総合的に施策を展開し
ていく必要があります。地域における取組を活性
化させるため、普及啓発や市町との連携を強化し
ながら、先進的なエコタウンの形成に向けた取組
への支援が必要です。

⑤　今後の施策の方向性
煙家庭での二酸化炭素排出量の一層の削減と災害
時の安心確保に向けた自立・分散型エネルギー
の導入のため、住宅用太陽光発電への補助に加
え、蓄電池の導入などゼロエネルギーハウス化
への取組を支援していきます。

煙地域特性を生かした多様な再生可能エネルギー
の導入を促進するため、これまでの事業者向け
補助に加え、分野を絞りセミナーを開催するな
ど、県内での事業化の後押しをするほか、洋上
風力など新たな再生可能エネルギー源の探査・
導入を推進します。

煙本県の地理的優位性を踏まえ、引き続き太陽光
発電設備の導入を推進するとともに、地域資源
を活用した自立・分散型の地産地消エネルギー
の確保を目指し、地域でのエコタウン形成に関
する調査や検討に対する支援を行います。

煙将来の水素社会の到来に向けて、水素ステー
ションの整備や燃料電池自動車、家庭用燃料電
池の導入支援策などの取組を積極的に進めてい
きます。

平成1819 20 21 23 3224 25 2622 （年度）
（目標年度）

（TJ）再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
導
入
量

21,589.321,589.321,589.3
23,920.123,920.123,920.1 24,049.124,049.124,049.1 24,490.124,490.124,490.1 24,107.124,107.124,107.1

20,645.320,645.320,645.3
19,180.419,180.419,180.4

20,480.620,480.620,480.6
22,423.022,423.022,423.0

30,747.030,747.030,747.0

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

達成状況

▲図１－２－２－７　再生可能エネルギー等導入量（熱量換算、TJ）
※目標年度は平成３２年度
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第２章　環境基本計画の進捗状況

1　計画の概要
①　位置付け・役割
「循環型社会形成推進基本法」（平成１２年法律第
１１０号。）に基づく地域における循環型社会形成推
進基本計画及び「廃棄物の処理及び清掃に関する
法律」（昭和４５年法律第１３７号。）に基づく都道府県
廃棄物処理計画として策定している計画で、環境
基本計画の個別計画としての性格を有していると
ともに、各市町村の一般廃棄物処理計画と調和を
図りながら、その区域を越えた広域的事項や技術
的知見を含めた県全体の廃棄物対策の基本計画と
しても位置付けられています。
②　施策展開の考え方
「循環型社会の形成～意識から行動へ～」を基本
理念として、社会を構成するすべての主体の意識
を具体的な行動へつなげるとともに、行動を妨げ
ている社会的な要因を克服するための基盤整備、
課題の大きい廃棄物等に係る個別対策を推進する
ため、「すべての主体の行動の促進」、「循環型社会
を支える基盤の充実」、「循環資源（廃棄物等）の
３Ｒの推進」を基本方針に掲げ、さらに廃棄物の
適正処理の推進も含めた施策を展開していくこと
としています。

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
循環型社会形成の状況を表す指標及び計画の最

終目標年度である平成２７年度の基本目標値を次の
とおり定めています。 

②　数値目標に係る指標値の状況
基本計画に係る平成２６年度の実績値は以下のと

おりで、一部の指標では最終目標年度である平成
２７年度の目標値を達成しています。
煙一般廃棄物関連指標
本目標に係る平成２６年度の実績値は下記のとお
り。震災後、焼却ごみへの循環資源の混入が多い
状態が継続していることなどにより、目標数値を
達成できませんでした。

～宮城県循環型社会形成推進計画～

４　資源循環型社会の形成

【基本方針】
煙すべての主体の行動の促進
煙循環型社会を支える基盤の充実
煙循環資源(廃棄物等)の３Ｒの推進

▲図１－２－２－１０　一般廃棄物最終処分率の推移

最
終
処
分
率

（％）

15.815.815.8

13.113.113.1

13.413.413.4

12.612.612.6
12.512.512.5 12.612.612.6

12.212.212.2

26（年度）25242322212019平成18
10

12

11

13

14

15

16

12.312.312.3

平成27年度目標値：12％平成27年度目標値：12％平成27年度目標値：12％

12.612.612.6 達成状況

▲図１－２－２－９　一般廃棄物リサイクル率の推移

リ
サ
イ
ク
ル
率

（％）

平成27年度目標値：30％平成27年度目標値：30％平成27年度目標値：30％

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

25.225.225.2
24.3 24.724.724.7 25.0

25.6
24.3

24.0

26.226.2 26.226.2

26（年度）25242322212019平成18

達成状況

９３０ｇ/人・日１人１日当たりごみ排出量
３０％リサイクル率
１２％最終処分率

１１，４５０千ｔ/年排出量
３１％リサイクル率
１％最終処分率

・一般廃棄物

・産業廃棄物

（ｇ/人・日） 

１
人
１
日
当
た
り
ご
み
排
出
量

（年度）
（目標年度）

1,1111,1111,111

961961961
981981981

1,0171,0171,017

1,0661,0661,066

平成18 24 25 26 2722 23212019
850

950

1,050

1,150

1,047
1,027 1,025

1,015

930

▲図１－２－２－８　１人１日当たりごみ排出量（注1）の推移
（注1)ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量

達成状況
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第１部　総　　説

煙産業廃棄物関連指標
各指標については、リサイクル率は目標数値を

達成していますが、排出量と最終処分率は震災復
旧事業等によるがれき類などが増加したことによ
り目標数値を達成できませんでした。

③　平成２７年度に講じた施策
煙県民・事業者の廃棄物の３Ｒに対する意識の醸
成を図るため、啓発活動や環境教育を実施しま
した。

煙県内企業の３Ｒの取組を推進するため、「環境
産業コーディネーター」による企業訪問活動を
行いました。
煙グリーン購入促進条例に基づき「宮城県グリー
ン製品」の認定を行い、その利用拡大を促進し
ました。

煙産業廃棄物税を活用して、産業廃棄物の３Ｒを
促進するための設備整備に対する費用助成や産
業廃棄物の３Ｒに関する新技術の確立と事業化
を目的とした研究開発に費用助成を行いまし
た。

煙廃棄物の適正処理の推進を図るため、排出事業
者・処理業者に対する指導、廃棄物処理施設の

維持管理に関する指導、不法投棄・不適正処理
の根絶のための広報啓発、違反行為の早期発
見・早期対応を実施しました。
煙不適正処理の未然防止を強化するため、事業者
等へ廃棄物処理制度に関する講習会を実施した
ほか、財政基盤の脆弱性を理由とする不適正事
案を未然に防止するため、事業者の財務状況を
把握する等の指導強化事業を実施しました。

④　現状及び課題
煙震災復興計画における復旧期を終え、再生期に
入り、依然として多い建設系の廃棄物に加え、
復旧した工場事業場の産業活動が活発化してき
たことにより、産業廃棄物の排出量の増加とと
もに種類や質の変化が懸念されています。その
ため、これまで以上に排出事業者への排出量削
減対策の推進と適正処理に向けた指導等が必要
となります。

煙廃棄物処理過程の透明性向上に向けたシステム
を検討するなど、産業廃棄物の適正処理の推進
に積極的に取り組む必要があります。

煙震災の影響により一般廃棄物の排出量の多い状
況が続いており、また、一部に廃棄物等の３Ｒ
に対する県民意識は高いものの、取組に結びつ
いていない状態が見られていることから、今後
の県民意識等の動向を見据え、意識啓発や市町
村の各種取組の支援を継続する必要があります。
⑤　今後の施策の方向性
煙環境産業コーディネーターによる廃棄物活用の
ニーズ把握に努めます。また、廃棄物処理施設
の立入検査時に取り扱う廃棄物を把握するとと
もに適切な処理について、指導等を行います。

煙産業廃棄物処理業者や施設等のデータベース化
を行い、リアルタイムでの所属間の情報共有化
により監視指導の強化を図り、産業廃棄物処理
の透明化を推進します。

煙３Ｒ啓発用パネルの展示、３Ｒ推進ラジオＣＭ
の制作・放送などの普及啓発事業を実施します。
また、市町村に対する支援を継続的に実施し、
３Ｒ施策の充実を目的とした市町村３Ｒ連携事
業などを推進します。

煙震災後の廃棄物排出量の高止まりや資源物混入
の問題、産業の再構築による廃棄物の排出量や
質の変化の問題等、多くの課題を解決していく
ため、平成２７年度に策定した第２期の宮城県循
環型社会形成推進計画に基づく施策を推進しま
す。

（千ｔ）
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出　

量

11,19211,19211,192
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10,343 10,343 10,343 
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平成18 23 25 2624 27（年度）
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▲図１－２－２－１１　産業廃棄物排出量の推移

▲図１－２－２－１２　産業廃棄物リサイクル率の推移

▲図１－２－２－１３　産業廃棄物最終処分率の推移

達成状況

達成状況

達成状況



第
　
一
　
部

総
　
　
　
　
　
説

環
境
基
本
計
画
の
進
捗
状
況

17

第２章　環境基本計画の進捗状況

～宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画～

５　豊かな自然環境の保全

③　平成２７年度に講じた施策
ア　健全な生態系の保全と生態系ネットワークの
形成（場の確保）を目的とした取組

煙国定公園及び自然環境保全地域の保全対策を推
進しました。

煙緑地環境保全地域の新規指定候補地について、
学術調査を実施しました。

煙百万本植樹事業を実施するとともに、みやぎ
バットの森植樹祭を開催したほか、里山林協働
再生支援事業の新規協定締結を促進するなど、
豊かなみどり空間の保全・創出を図ることがで
きました。
イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）を目指した取組
煙第１１次鳥獣保護管理事業計画及び特定鳥獣管理
計画の進行管理を行い、野生鳥獣の適切な保護
管理や鳥獣保護思想の普及啓発に取り組みまし

た。また、津波被災地における希少野生動植物
の保護保全及びレッドデータブックの改訂を
行ったほか、傷病鳥獣の野生復帰に取り組むな
ど、野生生物保護対策を推進しました。
煙平成２６年度に策定した宮城県生物多様性地域戦
略の総合的推進を図るとともに、生物多様性に
関する普及啓発を行うため、タウンミーティン
グやシンポジウムを開催したほか、学校等にお
ける取組を表彰しました。

煙伊豆沼・内沼において、沈水植物の増殖・移植、
湖岸植生保全、水質改善効果検討及び在来生物
増加対策等を実施し、自然環境保全・再生を推
進しました。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）を目指した取組

煙森林を利用した自然体験や自然観察の案内を行
う森林インストラクターや、森林公園の管理を

1　計画の概要
①　位置付け・役割
「宮城県自然環境保全基本方針」は、自然環境保
全条例に基づき、本県の自然環境の保全を図るた
めの基本方針として定めているものであり、宮城
県環境基本計画の自然環境保全部門の基本方針と
して、本県の自然環境保全に関する施策を長期的
展望に立って総合的、計画的に推進するための中
長期的な運営指針としての役割を果たしています。
②　施策展開の考え方
施策展開の基本的方向性を示すものとして、同

方針において「健全な生態系の保全と生態系ネッ
トワークの形成（場の確保）」、「生物多様性の保全
と自然環境の再生（質の確保）」、「豊かな自然環境
を次世代に引き継ぐ基盤づくり（主体の確保）」の

３つの基本目標を掲げ、それぞれについて各種計
画、事業により実現を図るものです。

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
煙管理指標としては「豊かな自然環境の保護・保
全を目的とした指定地域の県土面積に占める割
合」を設定しており、平成２７年度において、現
状と同じ２６％とすることとしています。

②　数値目標に係る指標値の状況
煙平成２７年度の実績値は２６％であり、目標を達成
しています。
煙なお、開発が進むことによる指定面積の減少も
あり得る状況において、新規指定により一定面
積を維持していく必要があります。

平成２７年平成２６年平成２５年平成２４年平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年

１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９自然公園面積

８，５７４８，５７４８，５７４８，５７２８，５７２８，５７２８，５７２７，８１７７，８１７県自然環境保全地域面積

１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１緑地環境保全地域面積

１８９，８７４１８９，８７４１８９，８７４１８９，８７２１８９，８７２１８９，８７２１８９，８７２１８９，１１７１８９，１１７合計（A）

７２８，５７７７２８，５７７７２８，５７７７２８，５７７７２８，５７５７２８，５７５７２８，５７５７２８，５７３７２８，５７３県土面積（B）

２６.０６２６.０６２６.０６２６.０６２６.０６２６.０６２６.０６２５.９６２５.９６A／B（％）

▼表１－２－２－４　県土面積に占める割合の変遷 面積単位：ha

達成状況
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第１部　総　　説

支援する自然環境サポーターを養成し、豊かな
自然環境を次世代に継承する人づくりを推進し
ました。
④　現状及び課題
煙宮城を彩る豊かな自然環境については、伊豆沼
における自然再生事業を実施し、一部に成果が
出てきているものの、沈水植物の保全等につい
て継続して実施していく必要がある。

煙みどり空間の保全については、森林所有者の意
欲の減退等から手入れがされていない森林が増
加しているため、間伐や再造林、里山広葉樹林
保全を推進し、森林の有する多面的機能を高度
に発揮させる必要がある。

煙野生生物の保護管理の推進については、生息域
が拡大しているイノシシ及びニホンジカの捕獲
の担い手である狩猟者の減少傾向が続いている
ことから、狩猟者の確保、後継者育成が急務で
ある。また、ツキノワグマは、環境省のレッド
データブックでは西日本においては「絶滅のお
それのある地域個体群」に指定されていること
から、第二種特定鳥獣管理計画に基づき、個体
数の安定的な維持を図りつつ、農業被害や人身
被害を軽減していく必要がある。

煙地域や学校教育と連携した農村環境保全等の協
働活動については、震災の影響により、一時参
加人数が減少した後、増加してきているもの
の、引き続き参加を促進する取組を行っていく
必要がある。

煙健全な水循環の保全に向けた取組を推進すると
ともに、未策定の流域水循環計画を策定する必
要がある。

煙閉鎖性水域の水質については、ほぼ横ばいで推
移しており、水質改善のためには継続的な流入
負荷削減対策が必要である。

⑤　今後の施策の方向性
煙宮城を彩る豊かな自然環境については、事業成
果について協議会等において有識者の意見を伺

い、事業実施内容に反映させ、自然再生事業等
を実施していく。
煙みどり空間の保全については、関係機関と連携
し、森林所有者に対し、森林整備にかかる各種
事業の広報を行い森林整備の必要性を理解して
もらい、計画的な事業推進に努める。

煙野生生物の保護管理の推進については、宮城県
鳥獣保護管理事業計画及び特定鳥獣管理計画に
基づいて対象鳥獣に応じた適正な管理を行って
いく。特にイノシシ及びニホンジカについて
は、国の指定管理鳥獣捕獲等事業を活用した鳥
獣の管理を目的とした捕獲（個体数調整）のほ
か、被害防除対策及び生息環境整備を推進する
とともに、捕獲・防除に関する研修会や後継者
の育成を行い、生態系の維持を図る。また、ツ
キノワグマについては、行動圏調査の継続実施
などにより適正な保護管理事業を行う。

煙地域や学校教育と連携した農村環境保全等の協
働活動については、引き続き、地域や学校と協
力しながら、農村環境保全等の協働活動への参
加を促していく。

煙健全な水循環の保全に向けた取組の推進につい
ては、引き続き、流域水循環推進会議の開催や、
関係機関、団体等が連携し普及啓発を含めた取
組を推進していくとともに、未策定の流域水循
環計画を策定する。

煙伊豆沼については、沼内負荷の多くを占めると
考えられるハスの適正管理等の検討を行う。松
島湾については水質等モニタリングを継続し、
適切に工場事業場の監視指導を行う。釜房ダム
については、引き続き適切に工場事業場の監視
指導を行うほか、養魚場調査や森林由来の自然
汚濁負荷調査を行い、汚濁負荷削減対策につい
て検討する。
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第２章　環境基本計画の進捗状況

1　計画の概要
①　位置付け・役割
自動車交通に伴う環境負荷の低減方策について

の基本的な考え方とその目標を示し、施策の内容
を明らかにすることにより自動車交通公害問題の
解決を図るとともに、地球温暖化の防止に寄与す
ることを目的としています。また、関係行政機関
が連携・協力して各種施策を総合的かつ体系的に
推進していくための指針としての役割を担うとと
もに、県民・事業者がそれぞれの立場で自主的か
つ積極的に取り組むための行動指針としての役割
をも担う計画です。
②　施策展開の考え方
自動車交通公害、地球温暖化問題の特性を考慮

し、次の事項に配慮して施策を展開します。
ア　総合的な取組
関係行政機関が、相互に協力・連携の下、地域

の実情に合わせて、広範な分野の施策を総合的・
効果的に推進します。
イ　広域的、長期的な取組
自動車が環境負荷の移動発生源であるという特

性から、国等の施策を考慮しつつ、広域的な視点
での対応も視野に入れて対策を推進するととも
に、施策の方向性に沿って長期的な取組を着実に
推進します。
ウ　優先的取組
自動車交通公害の著しい地域での対策を優先的

に実施します。
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
以下の３つの目標を掲げ、それぞれの目標のも

とに具体の数値目標を定めています。
 

また、この目標を補完する間接目標として、以
下の事項を掲げています。
煙県内各地において、コンパクトで機能的なまち
づくりを意識した取組を進めます。

煙自動車から排出される窒素酸化物排出量を平成
１７年度の排出量から５０％以上削減します。
煙国が平成２０年７月に定めた「低炭素社会づくり
行動計画」に示している次世代自動車（ハイブ
リッド自動車、電気自動車、プラグインハイブ
リッド自動車、燃料電池自動車、クリーン
ディーゼル自動車、CNG自動車等）の導入の普
及を推進します。

煙全市町村において、低公害車の率先導入、エコ
ドライブ運動の普及に取り組みます。

煙環境マネジメントシステムを導入して環境負荷
の低減に取り組む事業者数を８００事業者以上に
増加させます（平成２７年度末６００事業所）。

②　数値目標に係る指標値の状況
煙「二酸化窒素の沿道における環境基準下限値達
成率」は目標達成しました。

煙「浮遊粒子状物質の沿道における環境基準達成
率」は長期評価は目標達成、短期評価も達成し
ました。

 

～宮城県自動車交通環境負荷低減計画～

６　環境負荷の少ない交通の推進
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【３つの基本目標】
・道路沿線の大気環境を改善する
・道路沿線の騒音を改善する
・自動車からの二酸化炭素排出量を減らす
【数値目標】
・二酸化窒素の沿道における環境基準下限値
　達成率…１００％
・浮遊粒子状物質の沿道における環境基準
　達成率…１００％
・自動車交通騒音の道路に面する地域の環境基準
　達成率…１００％
・自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年度からの
　削減量…１０％

▲図１－２－２－１４　自動車排出ガス測定局　二酸化窒素環境
基準下限値達成率の推移（日平均９８％除外値）
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▲図１－２－２－１５　動車排出ガス測定局浮遊粒子状物質環境
基準達成率の推移（短期的評価）

達成状況
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第１部　総　　説

煙「自動車交通騒音の道路に面する地域の環境基
準達成率」は未達成となりました。達成率が横
ばいとなっていることについては、近年の交通
量の増加などによると推測されます。

煙「自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年度
からの削減率」も、暫定評価では近年の交通量
の増加に伴う燃料使用量の増加により一旦減少
し、その後、徐々に改善指定ますが、目標は未
達成となりました。

③　平成２７年度に講じた施策
ア　自動車単体からの環境負荷の低減を目指した
取組
「グリーン購入の推進に関する計画」を踏まえて
県自らが率先して低公害車を導入するなど、低公
害車の普及を推進したほか、整備不良車、過積載
車等の指導・取締りを行い、自動車の運行に伴う
単体からの騒音及び排ガスの低減を図りました。
イ　発生する自動車交通量の低減を目指した取組
第３セクター鉄道事業（阿武隈急行）に対する

補助や市町村及びバス事業者に対するバス運行費
の一部補助を行うなど、自動車交通量の低減に資
する取組への支援を実施しました。
ウ　交通流円滑化の促進を目指した取組
交差点の改良や歩道・自転車歩行者道の整備な

ど「道路網の整備」を推進することともに、信号

機や交通管制センターの高度化、違法駐車の指導
取締りの強化、交通情報提供エリアの広域化など
による「交通流の管理」を推進し、交通流の一層
の円滑化を図りました。
エ　自主的取組・行動促進のための普及啓発に関
する取組
エコドライブに関する情報をホームページで提

供するなどの情報提供を行ったほか、１１月の推進
月間にラジオスポットＣＭ、庁内放送でのＰＲ等
を実施するとともに、「エコドライブ宣言」の登録
者へのエコドライブ宣言ステッカー交付、「みや
ぎエコドライブ実践プロジェクト２０１５事業」によ
る燃費測定・効果判定、エコドライブセミナーの
開催等によりエコドライブの普及啓発活動を実施
しました。
④　現状及び課題
各管理指標はいずれも計画策定時の現況値より

も改善傾向を示しているものの、東日本大震災復
興事業等の影響による車両等の増加により、自動
車騒音の環境基準達成率及び二酸化炭素排出量削
減率の低下が見られる状況であり、計画目標の達
成のためには、各種施策を総合的かつ効果的に推
進し、県民・事業者等が一体となって自動車交通
環境負荷低減に向けて取り組むよう促すことが必
要です。
⑤　今後の施策の方向性
計画の目標を達成するため、特に次の３つの施

策を重点的に推進することとしており、また、施
策の展開に当たっては、自動車単体対策、道路構
造対策、発生交通量低減対策、交通流対策、沿道
対策、普及啓発、調査測定の基本的７施策に体系
化し、地域や路線毎の状況に応じて対策を選択し
て効果的に推進することとしています。

自動車交通による環境負荷を低減するために
は、各分野における施策を着実に実施していくこ
とが重要であることから、関係行政機関と連携し
ながら、重点施策を中心に効果的に進めていきま
す。
東日本大震災後の自動車交通環境を巡る状況の

変化を考慮し、計画の再見直しを行い、宮城県震
災復興計画の終期である平成３２年度まで現計画を
延長します。

（年度）

85 

90 

95 

100 

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（％）
目標

86.586.5 87.487.4 87.987.9

89.689.6
86.586.5

87.987.9
89.289.2

90.690.6
91.991.9

93.393.3
94.694.6

96.096.0
97.397.3

98.798.7
100100

目標 
自動車交通騒音環境基準達成率 

90.290.2

91.991.9
90.790.7

91.391.3
90.190.1

自
動
車
交
通
騒
音
環
境
基
準
達
成
率 

91.091.0 90.690.6

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

目標目標目標

（％）

00

5.75.7

12.412.4

14.214.2

1.01.0 2.02.0
3.03.0

4.04.0
5.05.0

6.06.0
7.07.0

8.08.0
9.09.0

1010

二
酸
化
炭
素（
自
動
車
排
出
）削
減
率 

15.815.8
12.712.7

11.111.1

3.73.7

00

（年度）

4.24.2 4.74.7

目標 
二酸化炭素削減率 

5.15.1

▲図１－２－２－１６　自動車交通騒音達成率の道路に面する地
域の環境基準達成率の推移

▲図１－２－２－１７　自動車からの二酸化炭素排出量（暫定値）
削減率の推移（平成１７年度からの削減率）

【３つの重点施策】
煙窒素酸化物等の大気汚染物質の排出が少なく燃費の優
れた環境負荷が少ない「低公害車」の普及促進

煙燃費に優れ環境的・経済的にメリットがあり、運転者
の誰もが気軽に取り組める「エコドライブ」の普及促
進

煙県内で最も交通量が多く自動車交通に係る環境負荷の
大きい地域である「仙台都市圏」における総合的対策
の推進

達成状況

達成状況
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第２章　環境基本計画の進捗状況

1　計画の概要
①　位置付け・役割
宮城県水循環保全基本計画は「ふるさと宮城の

水循環保全条例」に基づき策定されたものであり、
宮城県環境基本計画の重点プログラム「健全な水
循環の確保」に関する個別計画として位置付けら
れています。また、流域水循環計画は、宮城県水
循環保全基本計画に基づき策定しています。
宮城県水循環保全基本計画は、県民が良好な飲

料水その他の用水を確保でき、その他自然の水循
環のもたらす恵みを持続的に享受できるための役
割を担うものです。
②　施策展開の考え方
宮城県水循環保全基本計画に基づき、それぞれ

の流域特性を踏まえて個別の目標を設定し、それ
を達成するための具体的な施策を示した流域水循
環計画を策定します。
流域水循環計画は、水循環の総合評価が低い流

域から順に策定することとしており、鳴瀬川流
域、北上川流域、名取川流域、南三陸海岸流域、
阿武隈川流域の順で策定します。また、施策を効
果的に実施するために、流域全体を視野に入れた
「流れの視点」から計画を策定します。
③　計画期間
平成１８年度から３２年度まで（Ｈ２８．３変更）

2　平成２７年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢健全な水循環を保全する｣ことを目標に、｢清
らかな流れ｣、「豊かな流れ」、「安全な流れ」、「豊
かな生態系」をそれぞれ１０点満点とした場合、県
全体で、それぞれの現況値を維持・向上すること
としています。
また、県内を５つの流域に区分し、流域ごとに

その地域特性を考慮しながら、各指標現況値を維
持すること等を目標としています。
ア　清らかな流れ
水質環境基準点におけるBOD、COD、全窒素及

び全リンに係る水質環境基準達成度で表す指標
で、全ての地点で達成した場合１０点となります。
イ　豊かな流れ
地下水涵養量（森林の流出係数とのかい離）、河

川の利水量で表す指標で、全ての地域において森
林程度の涵養量があり、かつ、河川からの利水量
がない場合１０点となります。
ウ　安全な流れ
河川整備率（整備済区間、整備不要区間及び安

全率達成区間の延長割合）で表す指標で、全ての
河川延長において安全率を達成した場合１０点とな
ります。
エ　豊かな生態系
植物自然充実度、河川生物生息環境指標で表す

もので、全ての地域で自然豊かな森林を形成し、
かつ、全ての河川延長において水生生物の生息環
境が整っている場合１０点となります。
②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る指標値において、平成２７年度の
状況は下記のとおりです。

煙「清らかな流れ」の指標では、前年からの改善
は見られるものの、湖沼における達成率が低位
にとどまっていることにより、目標値は達成で
きませんでした。

煙「豊かな流れ」の指標では目標値を達成しまし
た。

煙「安全な流れ」の指標では目標値を上回りまし
た。

煙「豊かな生態系」の指標では目標値を達成しま
した。

③　平成２７年度に講じた施策
流域水循環計画推進会議の開催（講演会、流域

活動団体の取組状況取りまとめと公表）により、
各団体等の課題の共有、解消を図ったほか、最新
技術や情報を共有しました。
また、団体の内、NPOに対して、流域活動団体

支援事業により、要望に応じて簡易測定資材等を
提供して活動を支援しました。

～宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画～

７　健全な水循環の確保

達成状況実績値
（点）

目標値
（点）管理指標

 ７．７１０．０清らかな流れ

 ７．６７．６豊かな流れ

 ６．５６．４安全な流れ

 ６．５６．５豊かな生態系
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第１部　総　　説

県民と行政の協働の取組としては、NPOとの合
同河川調査へ積極的に参画したほか、NPOの研修
会で講演等により水循環計画の普及を図りまし
た。
④　現状及び課題
煙既に計画が策定された流域にあっては、当初に
盛り込まれた取組の状況把握を行うとともに、
新たな取組の拾い上げを行うこと等により、計
画の実効性を高める必要があります。

煙流域水循環計画未策定の２流域（南三陸海岸流
域、阿武隈川流域）については、災害復旧工事
が平成２９年度末の完了とされたことを踏まえる
必要があります。

煙計画の実効性を高めるためには、身近な地域環
境に対する県民の関心を喚起し、NPO法人等を
核とする地域連携活動のしくみづくり等を継続
して支援していく必要があります。
 

⑤　今後の施策の方向性
煙既に策定した鳴瀬川流域、北上川流域、名取川
流域の水循環計画に基づく事業の進行管理を行
います。

煙計画未策定の２流域については、災害復旧工事
の終了が見込まれる平成３０年度より検討を始め
ます。

煙これまでは、各主体が、環境、治水、利水など
のそれぞれの限定した側面を捉えて解決を図る
「場の視点」に立った取組を実施してきました
が、流域全体の「流れの視点」に立ち、上流域
と下流域の連携、各主体間の協働連携を重視
し、具体的な目標と施策を示し、点検を重ねな
がら、各流域の健全な水循環の保全に向けた取
組を推進します。具体には、身近な地域環境に
対する県民の関心を喚起するための「流域水循
環計画推進会議」を開催するほか、流域活動団
体の活動を支援します。


